
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 2年度 7月補正予算令和02 通常 令和02 08 20
0202030323 社会の変革へ果敢に挑む産業振興戦略

03 国内外の成長市場の取り込みと投資の促進サテライトオフィス環境整備事業
成長産業等の誘致と企業の投資促進03

産業労働部 産業集積課 立地推進班 2251 今川　聡 小野寺　智康

令和02 令和02

首都圏一極集中が進んだ中、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、都道府県境をまたぐ移動が制 新型コロナウイルス感染症の影響によるテレワークの普及を契機に、県内サテライトオフィス環境の
限され、経済活動が停滞するとともに、テレワークが加速的に普及した。こうした状況下、東京のオ 整備を図り、首都圏を始めとする県外企業の本県への拠点設置を促進する。
フィスの短所（高家賃、通勤疲労、人の密集）、在宅勤務の課題（単独、見えにくいノルマ等）が浮
き彫りとなり、チームで活動する必要性が求められている。また、内閣府の調査結果では、テレワー
クを実施した人の意識が変化し、地方移住への関心が増え、生活を重視する傾向が示されており、首
都圏から地方への動きが予測されている。県内サテライトオフィス環境を整備することで、こうした ○ ●
ニーズを取り込み、首都圏を始めとする県外企業の本県への拠点設置を促進する必要がある。

県

サテライトオフィスを運営する県内民間中小企業者、県外企業の社員等

■ □ R02 06

①テレワーク時に安定した通信環境が確保できるよう、県内のサテライトオフィスにおける最新のＷ
■ □ ■ □ ｉ－Ｆｉ整備に要する経費を助成する。②県外企業に魅力あるテレワーク環境をＰＲするため、企業

□ 誘致のＷｅｂサイトにサテライトオフィス特集ページを開設する。③県内のサテライトオフィスに県
外企業の社員等を招致するため、現地視察や勤務体験に要する経費を支援する。

サテライトオフィスを運営する県内９民間事業者に、最新のＷｉ－Ｆｉ機器導入に対して県が助成制
度を作った場合に利用するか、アンケート調査をしたところ、すべての民間事業者が利用又は検討を

最新のＷｉ-Ｆｉ機器を設置、サテライトオフィス特集ページの開設、現地視察や勤務体験については、他の安定した通信すると回答した。また、県外企業を訪問した際に、秋田県で現地視察や勤務体験を希望する企業があ
環境、他の広告手段、他の滞在日数等を比較検討したが、それぞれ安価で、広告効果が大きく、必要最小限の費用となってった。
いることから、適当かつ有効である。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

Wi-Fi整備事業 テレワーク時に安定した通信環境が確保できるよう、県内のサテライトオフィスにおける
01 最新のＷｉ－Ｆｉ整備に要する経費を助成する。       3,540           0           0           0          0           0         3,540

利用促進事業 企業誘致のＷｅｂサイトにサテライトオフィス特集ページを開設し、県外企業に魅力ある
02

テレワーク環境をＰＲする。       4,190           0           0          0           0           0         4,190

サテライトオフィス体験事業 県内のサテライトオフィスに県外企業の社員等を招致するため、現地視察や勤務体験に要
03 する経費を支援する。

          776        776           0           0           0           0          0

                                                                               

                                                                               

                                                                               

        8,506      8,506           0           0           0          0          0

            0          0           0          0           0           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0          0           0           0           0          0          0

          0           0           0           0           0         8,506      8,506



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

首都圏を始めとする県外企業の本県への拠点設置を促進する。

最新Ｗｉ－Ｆｉ整備をする民間サテライトオフィス数

○最新Ｗｉ－Ｆｉ整備をする民間サテライトオフィス数

●

30 0 1 02 03 0 4 0 5 0 6
         9                                                    9                    

                    

                    整備数実績

                    

● ○ ○0 3

サテライトオフィス体験者数

○サテライトオフィス体験者数

●

0 33 0 0 1 0 2 0 4 0 5 0 6
           10                            10                                        

                    

                    体験者数実績

                    

● 0 3 ○ ○

県外企業の本県へのリモートワーク拠点設置を促進するためには、競合する道府県に優る
通信環境を整える必要があるほか、サテライトオフィスの事業環境のＰＲ、サテライトオ
フィスの体験を低コストで実現できることが必要であり、現状の課題及び目的に照らし、
これらの事業は必須である。

すべてのサテライトオフィス県内民間運営事業者が最新のＷｉ-Ｆｉ整備機器導入助成制
度の利用又は検討をしたいとの意向があったことから、この事業は必要である。また、現
地視察や勤務体験について、県外企業の希望もあることから、本県の事業環境の理解を進
め、拠点設置を促進するためにも必要な事業である。

□□ □
■

県内のサテライトオフィスの環境を統一的に整備するほか、県外企業へ秋田県全体の事業
環境をＰＲするとともに、県外企業の社員にサテライトオフィスを体験してもらうために
は、県が関与することが必要である。

○ ○


